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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第10期

第３四半期連結
累計期間

第10期
第３四半期連結
会計期間

第９期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 4,670,031 1,615,252 6,853,564

経常損失（△） (千円) △993,772 △363,552 △ 3,492,628

四半期(当期)純損失（△）(千円) △805,012 △223,660 △ 3,752,825

純資産額 (千円) ― 570,556 167,291

総資産額 (千円) ― 6,232,480 6,693,296

１株当たり純資産額 (円) ― △817.13 △ 4,538.71

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △5,865.73 △956.87 △ 42,684.06

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) ― △3.1 △ 6.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △312,478 ― △ 307,115

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △534,337 ― △ 864,252

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 682,692 ― △ 784,255

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 387,730 746,155

従業員数 (名) ― 270 174

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容の重要な変更は以下のとおりです。

　

（１）主要な連結会社の異動

①株式会社ＧＤＨキャピタル

主にコンテンツファンドの組成・運営のほか、将来有望なコンテンツ・メディア企業等に対して

投資を行うベンチャーキャピタル・ファンドの組成・運営事業を行っておりました株式会社ＧＤＨ

キャピタルは、平成20年11月28日に当社が保有する株式会社ＧＤＨキャピタルの全株式を合同会社

弥生へ譲渡したため、連結子会社に該当しなくなりました。

②コンテンツ・ファーム・コントリビューション投資事業有限責任組合

コンテンツ・ファーム・コントリビューション投資事業有限責任組合は、無限責任組合員である

株式会社ＧＤＨキャピタルが当社の連結子会社に該当しなくなったため、同組合は当社の連結子会

社に該当しなくなりました。

③ジャパンエンターテインメント投資事業有限責任組合

ジャパンエンターテインメント投資事業有限責任組合は、無限責任組合員である株式会社ＧＤＨ

キャピタルが当社の連結子会社に該当しなくなったため、同組合は当社の連結子会社に該当しなく

なりました。

　

３ 【関係会社の状況】

 当第３四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

除外

名称 住所 資本金
主な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱ＧＤＨキャピタル
東京都
新宿区

300百万円 その他事業 100.0
・管理業務の受託
・事務所の賃借
・役員の兼任　１名

　除外

名称 住所 資本金
主な事業
の内容

出資比率
（％）

関係内容

コンテンツ・ファーム・コン
トリビューション投資事業有
限責任組合

東京都
新宿区

325百万円
ファイナンス
事業

46.1・有限責任組合員

ジャパンエンターテインメン
ト投資事業有限責任組合

東京都
新宿区

600百万円
ファイナンス
事業

45.0・有限責任組合員
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 270

(注) 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を

含むほか、常用パートを含んでおります。)であります。臨時従業員につきましては、従業員数の10％未満のため、

記載しておりません。 

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 43

（注) 従業員数は就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、常用パートを含んで

おります。)であります。臨時従業員につきましては、従業員数の10％未満のため、記載しておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

アニメーション事業 873,129

合計 873,129

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、製造原価によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

アニメーション事業 123,185 1,597,695

合計 123,185 1,597,695

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

アニメーション事業 1,084,702

オンラインゲーム事業 526,743

その他の事業 3,806

合計 1,615,252

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　当第３四半期連結会計期間における主な相手先別販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第３四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％）

ＪＶＣエンタテインメント株式会社 187,500 11.6

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　当社グループの制作するテレビ向けアニメ作品については、４月から９月又は10月から３月の期間でテレビ放

映することが多く、アニメ作品の受注が当該放映時期の１年前になることが多いことから、現状、当社グルー

プアニメーション事業の受注及び販売が９月及び３月に集中する傾向にあります。　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において経営上の重要な契約等は行われておりません。

EDINET提出書類

株式会社ＧＤＨ(E05434)

四半期報告書

 5/47



　

EDINET提出書類

株式会社ＧＤＨ(E05434)

四半期報告書

 6/47



３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日（平成21年２月13日）現在において当社グ

ループ（当社及び連結子会社）が判断したものであります。

　

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した

世界的な金融不安が企業業績や設備投資、輸出の低迷や個人消費の冷え込みといった実質的な経済

情勢に大きな影響を与え、景気は更に後退する懸念が強まっております。

当社グループを取り巻く事業環境におきましては、新作アニメーション作品を含むコンテンツ・

ライブラリーを、ＶＯＤ（ビデオ・オン・デマンド）等により、国内・海外向けにインターネット配

信を行うなど多様化する視聴形態に対応すべく、新たな配信手法を採用しているものの、依然として

ＤＶＤ市場の低迷や国内消費の低迷等、引き続き厳しい状況にあります。

このような状況のもと、当社グループにつきましては、グループ企業の再編及び事業の再生を図る

経営改革に着手し、成長戦略のベースとなる事業体質とコスト構造を実現するための構造改革を進

めております。

具体的には、全社的な経費削減の推進や、経営の効率化及び経営資源の有効活用を図るため、ノン

コア事業から撤退し、経営資源をアニメーション事業とオンラインゲーム事業に集中し、事業の選択

と集中を行っております。

この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,615百万円、営業損失は250百万円、経常損失は

363百万円、四半期純損失は223百万円となりました。

　

①　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

（アニメーション事業）

当該セグメントにつきましては、アニメーションの企画・制作事業、アニメーションのライセンス

事業等について分類しており、当第３四半期連結会計期間の業績は、以下のとおりであります。

アニメーションの企画・制作事業では、ＴＶアニメ作品を中心に制作を行い、「鉄のラインバレ

ル」、「ロザリオとバンパイア ＣＡＰＵ２」及び「ドルアーガの塔～the Sword of URUK～」と

いったテレビ向けアニメ作品の制作に加え、映画・ＴＶ・ＣＭ等各種メディアの映像制作に対して

技術提供を行いました。

ビデオグラム化や海外利用等のライセンス事業では、国内においては「ストライクウィッチー

ズ」の販売が好調に推移したほか、「ドルアーガの塔～the Aegis of URUK～」や「ドラゴノーツ 

－ザ・レゾナンス－」等を中心に、海外においては「アフロサムライ：RESURRECTION」等を中心に

版権収入及び印税収入の確保に努めました。

このほか、新作ＴＶアニメ作品や過去のライブラリーを積極的に活用したインターネット配信を

行い、ＧＯＮＺＯブランドならびに作品の普及・拡大に努めました。

その結果、当該事業の第３四半期連結会計期間の売上高は1,084百万円、営業損失は35百万円とな

りました。

　

　

（オンラインゲーム事業）

当該セグメントにつきましては、オンラインゲームの企画・運営事業、オンラインゲームのライセ
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ンス事業及びモバイルサイトの企画・運営事業等について分類しており、当該第３四半期連結会計

期間の業績は、以下のとおりであります。

オンラインゲームの企画・運営事業では、ＭＭＯＲＰＧ（注）を中心に、日本国内においては５タ

イトル（「ドルアーガの塔～the Recovery of BABYLIM～」、「パンドラサーガ」、「Master of

Epic」、「シャイヤ」及び「RAN ONLINE」）の運営を行っており、海外においては、マレーシア・シ

ンガポールで３タイトル（「RAN ONLINE」、「戦国Ⅱ」及び「NOSTALE」）の運営を行っておりま

す。各タイトルでは、ユーザーのニーズに合わせたアイテムの投入や、様々なキャンペーン及びイベ

ントを実施し、アイテム課金による顧客単価の向上に努め、堅調に推移しました。

オンラインゲームのライセンス事業では、GOLDSKY　DIGITAL　TECHNOLOGY　LIMITED.等の海外子会社

を拠点として、ＭＭＯＲＰＧをアジア各国へライセンスしております。これまでに「パンドラサー

ガ」を中国や台湾などアジア地域にライセンスしており、当第３四半期連結累計期間においては、中

国の大手オンラインゲーム会社Moli Publish Limited.と業務提携を行い、「ドルアーガの塔～the

Recovery of BABYLIM～」の日本を除く世界各国での運営ライセンスと、「パンドラサーガ」の北米

での運営ライセンス契約を締結するとともに、Moli Publish Limited.のＭＭＯＲＰＧタイトル

「King of Pirate Online」の日本における運営ライセンスを取得し、サービス開始に向け取り組ん

でまいりました。

モバイルサイトの企画・運営事業では、アニメ専門誌「月刊Newtype」（株式会社角川書店）のモ

バイルサイト及びＧＯＮＺＯが手掛けるアニメ作品の情報を提供するモバイルサイト「GONZO　

Mobile」のサービス充実に取り組みましたが、競合他社のモバイルサイト数の増加等により、競争が

激化している状況となっております。

その結果、当該事業の第３四半期連結会計期間の売上高は527百万円、営業損失は19百万円となり

ました。

　

（注）「ＭＭＯＲＰＧ」とは、「Massively Multiplayer Online Role Playing Game」（多人数同時

参加型オンラインロールプレイングゲーム）の略称であります。 
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（その他事業）

当該セグメントにつきましては、ファイナンス事業と上記の２事業に区分されない収益について

分類しております。 

　当第３四半期連結会計期間につきましては、平成20年11月末までのファンドの運営手数料及びファ

イナンスアレンジメントに関する手数料等の収益を計上いたしました。

　その結果、当該事業の第３四半期連結会計期間の売上高は3百万円、営業損失は0.2百万円となりま

した。 

　

②　所在地別セグメントの業績を示すと、次の通りであります。

　

（日本）

日本においては、アニメーションの企画・制作事業、アニメーションのライセンス事業、及び、オン

ラインゲームの企画・運営事業等を行っております。 

　当第３四半期連結会計期間の業績は、以下のとおりであります。 

　アニメーションの企画・制作事業では、製作出資タイトルの見直しと厳選を行い、「鉄のラインバ

レル」、「ドルアーガの塔～the Sword of URUK～」といった新作アニメの制作を行い、アニメー

ションのライセンス事業では、「ストライクウィッチーズ」を始めとするビデオグラム化や海外利

用等を中心に版権収入及び印税収入の確保に努めてまいりました。また、オンラインゲームの企画・

運営事業では、ＭＭＯＲＰＧを中心に５タイトル（「ドルアーガの塔～the Recovery of BABYLIM

～」、「パンドラサーガ」、「Master of Epic」、「シャイヤ」及び「RAN ONLINE）の運営を行いま

した。 

　その結果、当該所在地の第３四半期連結会計期間の売上高は1,424百万円、営業損失は301百万円と

なりました。 

　

（アジア）

アジアにおいては、連結子会社である㈱GK Entertainmentがアニメーションの制作事業を行って

おります。また、GONZO ROSSO(M) SDN.BHD.がオンラインゲームの運営事業を、GOLDSKY　DIGITAL　

TECHNOLOGY　LIMITED.がオンラインゲームのライセンス事業を行っております。 

　当第３四半期連結会計期間の業績は、以下のとおりであります。 

　アニメーションの企画・制作事業では、日本向けＴＶアニメ作品の制作を行いました。また、オンラ

インゲームの運営事業では、３ タイトル（「RAN ONLINE」、「戦国Ⅱ」及び「NOSTALE」）の運営を

行い、オンラインゲームのライセンス事業では、「ドルアーガの塔～the Recovery of BABYLIM～」

及び「パンドラサーガ」を、中国を始めとするアジア各国にライセンスし、これらが収益に貢献しま

した。 

その結果、当該所在地の第３四半期連結会計期間の売上高は282百万円、営業利益は51百万円となり

ました。 
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（２）財政状態の分析

当第３四半期の総資産は、前連結会計年度末に比べ460百万円減少し、6,232百万円となりました。こ

れは主に仕掛品、ソフトウェアが391百万円、コンテンツ版権316百万円、長期前払費用が160百万円、貸

倒引当金151百万円増加し、現金及び預金263百万円、営業投資有価証券536百万円、のれんが672百万円

減少したことによるものです。 

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ864百万円減少し、5,661百万円となりました。これは主

に短期借入金及び長期借入金が443百万円、前受金609百万円減少し、分配原資である預り金が190百万

円増加したことによります。また、純資産につきましては、第三者割当増資の払込を受けた影響もあり

前連結会計年度末に比べ403百万円増加し、570百万円となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高(以下「資金」という)は、第２

四半期連結会計期間と比べ955百万円減少し、387百万円となりました。第３四半期連結会計期間におけ

る各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

第３四半期連結会計期間において営業活動の結果支出した資金は205百万円となりました。これは主

に、減価償却費を298百万円計上したことと、棚卸資産が156百万円減少したものの、税金等調整前四半

期純損失を297百万円計上したこと及び前受金が285百万円、預り金が113百万円減少したことによるも

のであります。 

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

第３四半期連結会計期間において投資活動の結果支出した資金は、486百万円となりました。これは

主に連結範囲の変更に伴う子会社株式の売却による収入が163百万円あったものの、コンテンツ版権投

資による支出が278百万円、無形固定資産の取得による支出が158百万円あったこと及び貸付による支

出が211百万円あったことによるものであります。 

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

第３四半期連結会計期間において財務活動の結果支出した資金は、73百万円となりました。これは主

に割賦購入未払金の返済による支出が11百万円あったこと及び株式交付費が62百万円あったことによ

るものであります。 

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当社グループが制作受託している各作品について、納期に従った完成及び納入が著しく困難である

と判断された場合には、既に受領済みの金額に利息を加えた額を返還するとともに、本件に起因して生

じた一切の損害を賠償する義務を負うこととなっております。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除去等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000

計 350,000

（注）当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 233,743 233,743
東京証券取引所
（マザーズ）

─

計 233,743 233,743 ― ―

　

　

EDINET提出書類

株式会社ＧＤＨ(E05434)

四半期報告書

12/47



(2) 【新株予約権等の状況】

①　第１回ストックオプション

新株引受権(第１回ストックオプション)は、商法等改正整備法第19条第１項の規定により新株予約

権とみなされる新株引受権であり、商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第129号)により改正さ

れる以前の旧商法第280条ノ19の規定に基づく特別決議により発行された新株引受権であります。

(平成13年12月10日臨時株主総会決議)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 810

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　42,750

新株予約権の行使期間
平成16年１月１日から
平成23年11月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　42,750
資本組入額　21,375

新株予約権の行使の条件

新株引受権者が当社の取締役、または従業員の地位を
保有していることを要する。
その他の条件については、当社と新株引受権者との間
で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを
認めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株引受権付与後、当社が株式分割等により権利行使価額を下回る払込価額で新株引受権を発行する場合に

は、権利行使価額を次に定める算式をもって調整する。

調整後行使価格＝
既発行株式数×調整前行使価格＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

また、上記権利行使価額の調整が行われた場合には、権利付与株式数を次に定める算式をもって調整する。

(イ)新株引受権付与後、時価を下回る払込価額で新株を発行するとき

調整後権利行使株式数＝調整前権利行使株式数×
１株当たり調整前権利行使価格

１株当たり調整後権利行使価格

(ロ)新株引受権付与後、株式分割(配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合を含むものとし、以下同

様とする)又は株式併合を行うとき

調整後権利行使株式数＝調整前権利行使株式数×分割又は併合の比率

なお、上記権利付与株式数の調整により生ずる１株未満の端数については、１株の100分の１の整数倍にあた

る端数の部分(以下「端数」という)は、権利付与株式数としてこれを取り扱い、１株の100分の１に満たない

端数の部分はこれを切り捨てる。

ただし、新株引受権付与後、発行する転換社債及び新株引受権証券の権利行使並びにその他の新株引受権の権

利行使により新株を発行する場合には、上記権利行使価額の調整及び権利付与株式数の調整は行わない。

２　「新株予約権の目的となる株式の種類」は、当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありませ

ん。

３　「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失し

た株式数を控除した数であります。
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②　第２回ストックオプション

新株予約権(第２回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予約権であります。

(平成14年12月12日臨時株主総会決議)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 978

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,956

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　60,000

新株予約権の行使期間
平成16年12月13日から
平成24年12月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 60,000
資本組入額　 30,000

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当社の子会社の取締役、監
査役もしくは従業員の地位を保有していることを要す
る。
その他の条件については、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

２　「新株予約権の目的となる株式の種類」は、当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありませ

ん。
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③　第３回ストックオプション

新株予約権(第３回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予約権であります。

(平成15年６月25日株主総会決議)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 255

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 510

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　85,000

新株予約権の行使期間
平成17年６月26日から
平成25年６月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 85,000
資本組入額　 42,500

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当社の子会社の取締役、監
査役もしくは従業員の地位を保有していることを要す
る。
その他の条件については、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

２　「新株予約権の目的となる株式の種類」は、当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありませ

ん。

３　「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失し

た株式数を控除した数であります。
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④　第４回ストックオプション

新株予約権(第４回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予約権であります。

(平成17年６月29日株主総会決議)
　

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,920

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,920

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　512,353

新株予約権の行使期間
平成19年６月30日から
平成27年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 512,353
資本組入額　 256,176

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当社の子会社の取締役、監
査役、従業員もしくは顧問の地位を保有していること
を要する。
その他の条件については、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

２　「新株予約権の目的となる株式の種類」は、当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありませ

ん。
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⑤　第５回ストックオプション

新株予約権(第５回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予約権であります。

(平成17年６月29日株主総会決議)
　

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 155

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 155

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　490,928

新株予約権の行使期間
平成19年６月30日から
平成27年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 490,928
資本組入額　 245,464

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当社の子会社の取締役、監
査役、従業員もしくは顧問の地位を保有していること
を要する。
その他の条件については、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

２　「新株予約権の目的となる株式の種類」は、当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありませ

ん。
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⑥　第６回ストックオプション

新株予約権(第６回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予約権であります。

(平成17年６月29日株主総会決議)
　

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 195

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 195

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　422,435

新株予約権の行使期間
平成19年６月30日から
平成27年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 422,435
資本組入額　 211,218

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当社の子会社の取締役、監
査役、従業員もしくは顧問の地位を保有していること
を要する。
その他の条件については、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

２　「新株予約権の目的となる株式の種類」は、当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありませ

ん。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ─ 233,743 ─ 3,361,473 ─ 3,402,585
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大量保有報告書の変更報告書等により、以下のとおり株式を所有して

いる旨の報告を受けております。

平成20年10月10日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

いわかぜ１号投資事業有限責任
組合

東京都千代田区大手町一丁目５番１号 188,458 80.63

（注）平成20年９月11日から平成20年10月10日において実施した、いわかぜ１号投資事業組合による当社株式に対する

公開買付けで42,643株を取得したことによる異動であります。

　

平成20年10月14日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大和証券エスエムビーシープリ
ンシパル・インベストメンツ株
式会社

東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 3,771 1.61

（注）１．いわかぜ１号投資事業組合による当社株式に対する公開買付けに応募（21,366株）したことによる

　　異動であります。

２．その後、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社より、市場売却による株式の譲

渡報告（平成20年10月23日：11株、平成20年10月24日～平成20年11月21日：600株）を受けております。

　

平成20年10月10日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ソネットエンタテインメント株
式会社

東京都品川区大崎二丁目１番１号 3,771 1.61

（注）いわかぜ１号投資事業組合による当社株式に対する公開買付けに応募（8,798株）したことによる異動でありま

す。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年12月９日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年12月９日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 233,743 233,743 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 233,743 ― ―

総株主の議決権 ― 233,743 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が８株（議決権８個）含まれて

おります。

　

　

② 【自己株式等】

      該当事項はありません。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 44,70052,80039,50023,40012,8009,80012,4908,1307,810

最低(円) 40,00040,00019,60014,1006,1106,9404,9907,2006,900

(注)　株価は、東京証券取引所市場（マザーズ）におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ─ 白滝　勝 平成20年９月10日

　

(2) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長 代表取締役社長 石川　真一郎 平成20年10月１日

常務取締役 取締役副社長兼ＣＯＯ 内田　康史 平成20年10月１日

取締役 取締役兼ＣＦＯ 後藤　文明 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、ビーエー東京監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※５
 482,730 746,155

売掛金 1,055,843 1,130,933

たな卸資産 ※６
 878,542

※６
 801,348

短期貸付金 29,000 54,435

未収入金 1,528 48,476

営業投資有価証券 － 536,904

その他 582,360 400,182

貸倒引当金 △220,643 △371,794

流動資産合計 2,809,362 3,346,641

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 102,020 125,418

器具備品（純額） 77,087 72,509

その他（純額） 4,269 6,895

有形固定資産合計 ※１
 183,377

※１
 204,823

無形固定資産

ソフトウエア 477,324 222,443

ソフトウエア仮勘定 367,805 307,823

コンテンツ版権 829,226 512,288

コンテンツ版権仮勘定 63,630 287,796

のれん 474,657 1,147,355

その他 1,566 1,566

無形固定資産合計 2,214,210 2,479,272

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 348,184

※２
 282,285

長期貸付金 104,781 90,953

敷金及び保証金 136,535 135,647

その他 ※５
 436,027 199,149

貸倒引当金 － △45,476

投資その他の資産合計 1,025,529 662,559

固定資産合計 3,423,117 3,346,655

資産合計 6,232,480 6,693,296

EDINET提出書類

株式会社ＧＤＨ(E05434)

四半期報告書

24/47



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 658,331 631,821

短期借入金 － ※３
 590,000

1年内返済予定の長期借入金 ※４
 700,232 1,092,960

未払金 807,345 617,340

未払法人税等 60,098 23,161

前受金 923,293 1,533,205

預り金 313,374 －

その他 47,542 379,374

流動負債合計 3,510,218 4,867,864

固定負債

長期借入金 ※４
 2,015,548 1,476,060

その他 136,157 182,080

固定負債合計 2,151,705 1,658,141

負債合計 5,661,924 6,526,005

純資産の部

株主資本

資本金 3,361,473 2,861,473

資本剰余金 3,402,585 2,902,586

利益剰余金 △6,861,827 △6,057,189

株主資本合計 △97,768 △293,129

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △77,410

為替換算調整勘定 △93,229 △28,540

評価・換算差額等合計 △93,229 △105,950

少数株主持分 761,553 566,371

純資産合計 570,556 167,291

負債純資産合計 6,232,480 6,693,296
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 4,670,031

売上原価 3,782,326

売上総利益 887,705

販売費及び一般管理費 ※
 1,682,044

営業損失（△） △794,339

営業外収益

受取利息 23,170

受取配当金 900

カード発行手数料収入 7,157

貸倒引当金戻入額 458

保険解約返戻金 5,686

雑収入 35,106

営業外収益合計 72,478

営業外費用

支払利息 78,452

デリバティブ評価損 6,106

為替差損 35,598

貸倒引当金繰入額 1,111

株式交付費 147,045

持分法による投資損失 1,832

雑損失 1,763

営業外費用合計 271,910

経常損失（△） △993,772

特別利益

関係会社株式売却益 363,849

貸倒引当金戻入額 234,215

その他 12,153

特別利益合計 610,218

特別損失

固定資産除却損 3,903

のれん減損損失 339,873

固定資産減損損失 35,617

投資有価証券売却損 67,852

投資有価証券評価損 8,717

その他 40,000

特別損失合計 495,963

税金等調整前四半期純損失（△） △879,518

法人税、住民税及び事業税 59,376

法人税等還付税額 △34,432

法人税等合計 24,944

少数株主損失（△） △99,449

四半期純損失（△） △805,012
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 1,615,252

売上原価 1,308,626

売上総利益 306,625

販売費及び一般管理費 ※
 557,468

営業損失（△） △250,842

営業外収益

受取利息 7,942

貸倒引当金戻入額 458

保険解約返戻金 5,686

持分法による投資利益 4,850

雑収入 3,226

営業外収益合計 22,164

営業外費用

支払利息 27,355

株式交付費 62,314

デリバティブ評価損 1,867

貸倒引当金繰入額 1,111

為替差損 41,423

雑損失 800

営業外費用合計 134,874

経常損失（△） △363,552

特別利益

関係会社株式売却益 56,219

貸倒引当金戻入額 4,528

その他 5,754

特別利益合計 66,503

特別損失

固定資産除却損 325

特別損失合計 325

税金等調整前四半期純損失（△） △297,374

法人税、住民税及び事業税 △20,287

法人税等還付税額 0

法人税等合計 △20,287

少数株主利益 △53,426

四半期純損失（△） △223,660
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △879,518

減価償却費 705,864

のれん償却額 85,001

貸倒引当金の増減額（△は減少） 37,587

受取利息及び受取配当金 △24,070

支払利息 78,452

為替差損益（△は益） 408

デリバティブ評価損益（△は益） 6,106

匿名組合損益（△利益） 35,668

関係会社株式売却益 △363,849

株式交付費 147,045

貸倒引当金戻入額 △234,215

固定資産除却損 3,903

のれん減損損失 339,873

投資有価証券売却損益（△は益） 67,852

固定資産減損損失 35,617

投資有価証券評価損益（△は益） 8,717

売上債権の増減額（△は増加） 75,013

たな卸資産の増減額（△は増加） △77,193

仕入債務の増減額（△は減少） 26,510

未払金の増減額（△は減少） 178,491

前受金の増減額（△は減少） △514,661

預り金の増減額（△は減少） 148,051

未収入金の増減額（△は増加） 42,543

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 129,202

その他 △325,469

小計 △267,067

利息及び配当金の受取額 23,395

利息の支払額 △78,586

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 9,780

営業活動によるキャッシュ・フロー △312,478

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △105,000

投資有価証券の取得による支出 △210,300

投資有価証券の売却による収入 94,050

匿名組合出資金の分配による収入 3,687

有形固定資産の取得による支出 △57,791

無形固定資産の取得による支出 △473,907

関係会社社債の償還による収入 1,000

長期前払費用の増加による支出 △10,506

貸付けによる支出 △289,390

貸付金の回収による収入 39,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

163,764

関係会社貸付金の回収による収入 100,530

コンテンツ版権投資による支出 △613,058

関係会社株式の売却による収入 824,205

その他 △620

投資活動によるキャッシュ・フロー △534,337

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △590,000
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長期借入れによる収入 350,000

長期借入金の返済による支出 △201,920

株式の発行による収入 852,953

少数株主からの払込による収入 305,000

割賦購入未払金の返済による支出 △33,341

財務活動によるキャッシュ・フロー 682,692

現金及び現金同等物に係る換算差額 △408

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △164,532

現金及び現金同等物の期首残高 746,155

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△193,892

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 387,730
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　　　　　　当第３四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年12月31日)

　当社グループは、第８期連結会計年度に1,871,196千円、前連結会計年度に3,337,021千円と、２期連続して

営業損失を計上しており、第８期連結会計年度に2,594,935千円、前連結会計年度に3,752,825千円と大幅な

当期純損失を計上しております。また、第８期連結会計年度に291,269千円、前連結会計年度に307,115千円

と２期連続して営業キャッシュ・フローのマイナスの状況が続いております。 

　これにより、当社グループには継続企業としての前提に関する重要な疑義が存在しております。 当第３四

半期連結累計期間においても、営業損失794,339千円、四半期純損失805,012千円を計上し、また、営業キャッ

シュ・フローについても312,478千円のマイナスの状況となっており、依然として継続企業の前提に関する

重要な疑義が生じております。

　当社グループは、アニメーション業界を取り巻く環境がブロードバンド化の進展によるＤＶＤ市場の低迷

等により厳しさを増す中、アニメーション事業の収益改善を目指した事業リストラクチャリングを進めて

おりますが、当該状況は、市場環境が益々厳しくなっている中、アニメーション作品等の企画・制作及びＤ

ＶＤ販売ならびに北米を中心とした海外への販売が計画を下回ったことが原因であります。

　このような状況を解消すべく当社グループは、親会社であるいわかぜ１号投資事業有限責任組合を運営・

管理するいわかぜキャピタル株式会社（以下「いわかぜキャピタル」）との協力関係を基に、新経営体制

の下、当社の経営状況悪化の要因分析を進め、グループ企業の再編および事業の再生を図る経営改革に着手

しております。

　具体的には、全社的な経費削減の推進と、経営の効率化及び経営資源の有効活用を図るため、ノンコア事業

から撤退し、経営資源をアニメ事業とオンラインゲーム事業に集中させることで、事業の選択と集中を行っ

ております。

　アニメーション事業におきましては、企画・開発体制を見直し、確実に投資回収が見込める作品に絞込み、

強みであるグローバル展開等で多重回収を行なうビジネスモデルへの転換を図ってまいります。 

　オンラインゲーム事業におきましては、引き続きアジアを中心に市場成長は著しく、ビジネス機会が急速

に拡大していく中、世界的に競争優位なポジションを確立すべく、世界展開を狙える戦略的自社開発タイト

ルの投下によるラインナップ強化と、アジアを中心とした世界各国への海外展開により高成長・高収益の

実現を目指してまいります。

　当第３四半期連結会計期間におきましては、経営改革を行うにあたり、新経営体制の下、「100日委員会」

（注：平成20年10月から100日間かけて成長戦略を策定するために社内外のメンバーにより構成される委

員会）を組織し成長戦略の策定に取り組んでおります。また、いわかぜ１号投資事業有限責任組合による当

社株式に対する公開買付を平成20年10月10日に終了し、いわかぜキャピタルとより一体となって計画策定

・事業運営に取り組んでおります。

　今後必要となる現金及び現金同等物の創出については、現在着手しております経営・構造改革の下、保有

資産の売却及び、資本増強を始めとした様々な方策を採っていく方針であります。具体的には、本年度末ま

でに開催される予定の臨時株主総会にて発行可能株式総数の授権枠数を増加し、10億円を増資することで

確保してまいります。さらに、上述のアニメーション事業の事業収支の改善とオンラインゲーム事業を今後

当社グループの収益の柱とすべく経営資源を集中していく中で、より一層の組織体制のスリム化や徹底し

た固定費の削減を推進してまいります。

　当第３四半期連結財務諸表は、追加資金調達も含めた上記資金確保が実行され、かつ、アニメーション事業

及びオンラインゲーム事業が軌道に乗るという前提のもと、継続企業を前提として作成されており、上記の

ような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年4月1日　至　平成20年12月31日)

 １　連結の範囲に関する事実の変更

(1) 連結の範囲の変更

　株式会社ＧＤＨキャピタルは、当社が保有する全株式を合同会社弥生へ譲渡したため、連結子

会社から除外しております。また、コンテンツ・ファーム・コントリビューション投資事業有限

責任組合及びジャパンエンターテインメント投資事業有限責任組合は、無限責任組合員である

株式会社ＧＤＨキャピタルが当社の連結子会社に該当になくなったため、同組合は当社の連結

子会社から除外しております。

(2) 変更後の連結子会社の数

　10社

(3) 株式会社西東京動画は、平成20年１月31日に新規設立しましたが、現在まで稼動しておりません。

また、当該子会社は全体として重要性が乏しいと判断されるため、設立時より連結の範囲から除

外しております。

 

 ２　会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基

準第9号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については原価法から原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

(2) 在外連結子会社の収益及び費用の換算方法の変更

在外連結子会社の財務諸表項目のうち収益及び費用について、従来、在外連結子会社の決算日

の為替相場により換算していましたが、当第３四半期連結会計期間より期中平均相場により換

算する方法に変更しております。

　この変更は、著しい為替相場の変動状況により、在外連結子会社の経営成績を正しく表示でき

ない可能性があるため、変動が少ない平均の為替相場を用いることにより、より実情に即した企

業状況を表示するために行ったものです。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は86,813千円、営業利益42,827千円、経常利益

4,596千円及び税金等調整前四半期純利益は4,365千円増加しております。

　また、第２四半期連結累計期間は従来の方法によっております。従って、第２四半期連結累計期

間は、変更後の方法によった場合に比べて、売上高は38,014千円、営業利益が5,023千円、経常利

益5,019千円及び税金等調整前四半期純利益は、4,971千円少なく計上されております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

1.　一般債権の貸倒見積高の算定方法 

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

2.　固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっています。 

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

税金費用の計算 

　当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実行税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 １　当社が出資している、連結の範囲に含まれない、特別目的会社・匿名組合の概要及び当該特別目的

会社・匿名組合を利用した取引について

  当社は、特別目的会社を営業者とする匿名組合（コンテンツファンド）を共同事業者と組成し、匿名

組合からコンテンツの製作を請け負うと共に、匿名組合保有のコンテンツを利用した事業を行ってお

ります。なお、当該匿名組合は当社及び共同事業者から出資を受ける他、金融機関からの借入れも行っ

ております。 

　当社は約7.69％を匿名組合に対し出資しておりますが、役員や従業員の派遣はなく、営業者である特

別目的会社の代表は、第三者の公認会計士となっております。なお、当社は12月から営業者より、匿名組

合の管理に関する情報及び助言の提供業務を受託しております。

　当社は、事業終了後、匿名組合出資金を適切に回収する予定であり、平成20年12月31日現在、当該事業

は計画通り進捗しております。また、将来において損失が発生する場合、当社の負担は当該出資の額に

限定されておりますが、㈱ＧＤＨが制作受託している作品について、当社の子会社の㈱ゴンゾが納期通

りの納品ができない場合には、既に受領済みの金額に利息を加えた額を返還するとともに、本件に起因

して匿名組合に生じた一切の損害を賠償する義務を負うこととなっております。 

  

匿名組合の直近における主な資産、負債及び純資産は、次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末

（平成20年12月31日）

主な資産 主な負債及び純資産

コンテンツ版権（注１） 　393,380千円 借入金等        　　 　948,000千円

コンテンツ版権仮勘定　　 262,500千円 出資預り金等（注２） 1,108,000千円

ソフトウェア　　　　　　 732,062千円 その他　　　　　　　△ 240,644千円

その他　　　　　　　　　 427,414千円

合計　　　　　　　　 　1,815,356千円 合計                 1,815,356千円

（注１）主な資産に含まれるコンテンツは、「ぼくらの」、「パンドラサーガ」、「ドルアーガの　

　　　塔」であります。

（注２）出資預り金等には、当社からの匿名組合出資7.69％が含まれており、その他の出資者は金融

　　　機関45.46％、事業会社46.85％となっております。
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当第３四半期連結累計期間 

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 
２　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）における匿名組合 

　　との取引金額等

主な取引の金額 主な損益

または期末残高 項目 金額

出資金（注１） 46,639千円
分配益（注２）
分配損（注２）

1,083千円
60,220千円

アセットマネジメント業務 － 売上高（注３） 24,720千円

制作受託業務 － 売上高（注４） 237,000千円

最低保証額支払 －
仕入高（注５） 330,834千円

前払金（注５） 306,223千円

　　（注１） 出資金は、投資その他の資産の「投資有価証券」に含まれております。 

　　（注２） 出資における分配金は売上に、分配損は売上原価に計上しております。 

　　（注３） 株式会社ＧＤＨキャピタルで行われていた匿名組合の管理に関する情報及び助言の提供業務で　　　　　　　

　 　　　　 

　　　　　　 あります。 

　　（注４） 株式会社ＧＤＨ及び株式会社ゴンゾで行われるコンテンツ制作業務であります。 

　　（注５） 株式会社ＧＤＨで行われる窓口権許諾契約による最低保証額の支払であります。
 
３　参考

特別目的会社組成から前連結会計年度末（自　平成17年４月28日　至　平成20年３月31日）における特別目的

会社との取引金額等

主な取引の金額 主な損益

または期末残高 項目 金額

出資金（注１） 152,007千円
分配益（注２） 758千円

分配損（注２） 59,326千円

アセットマネジメント業務 － 売上高（注３） 80,340千円

制作受託業務 － 売上高（注４） 1,876,000千円

最低保証額支払 － 仕入高（注５） 227,316千円

　　（注１） 出資金は、投資その他の資産の「投資有価証券」に含まれております。 

　　（注２） 出資における分配金は売上に、分配損は一般管理費に計上しております。 

　　（注３） 株式会社ＧＤＨキャピタルで行われていた匿名組合の管理に関する情報及び助言の提供業務で 

　　　　 　　 あります。 

　　（注４） 株式会社ＧＤＨ及び株式会社ゴンゾで行われるコンテンツ制作業務であります。 

　　（注５） 株式会社ＧＤＨで行われる窓口権許諾契約による最低保証額の支払であります。 

 
 

　

　

EDINET提出書類

株式会社ＧＤＨ(E05434)

四半期報告書

34/47



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産

　　　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　 　245,075 千円

　　※減価償却累計額には、減損損失累計額が

　　含まれております。

※２　匿名組合出資

　　　匿名組合に属する資産、負債及び出資等の

　　　額は、次のとおりであります。

　　　資産の部 　　　　 　 1,815,356 千円

　　　負債の部 　　　　 　 1,026,370 千円

　　　出資金の部 　　　 　   788,986 千円　

※３　　　　　　　―

　　　　　　　　　　　

※４　財務制限条項

　　 長期借入金575,000千円（一年以内返済予定

      長期借入金103,943千円含む）には、以下の

　　  財務制限条項がついており、以下の財務制限

　　　条項の全てに抵触した場合には、当該会計年　　　

　　　度末の属する月の４ヶ月後の月における契約

　　　日から、１年後の日付を新たな最終弁済期限

　　　と定め、当該最終弁済期限までの間に残債務

　　　金額を毎月均等返済する義務を負うことにな

　　　っております。

　　①会計年度末時点での決算報告書に記載する連

　　　結または単体で営業利益及び経常利益が赤字

　　　となったとき。

　　②各会計年度末時点での決算報告書に記載する

　　　連結または単体で自己資本比率が０％未満と

　　　なったとき。

※５　担保資産

　　　担保に供されている資産について、事業の運

　　　営において重要なものであり、かつ前連結会

　　　計年度の末日に比べて著しい変動が認められ

　　　るもの。

　　　定期預金　　　　　105,000千円

※６　たな卸資産

       仕掛品              835,419 千円

       商品                 38,027 千円

　　　 貯蔵品　　　　　　　　5,095千円

       計　　　　　　   　 878,542 千円

 

※１　有形固定資産

　　　有形固定資産の減価償却累計額 

                                  206,795 千円

　　　※減価償却累計額には、減損損失累計額が

　　　　含まれております。　

※２　匿名組合出資

　　　匿名組合に属する資産、負債及び出資等の

　　　額は、次のとおりであります。

　　　資産の部 　　　　　　　　2,497,680 千円

　　　負債の部 　　　　　　　　1,282,236 千円

　　　出資金の部　　　　　　　 1,215,443 千円

※３　当座貸越契約

　　　当社においては、運転資金の効率的な調達を

　　　行うため、取引銀行４行と当座貸越契約を締

　　　結しております。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約に係

　　　る借入未実行残高は次のとおりであります。

　

　　　　当座貸越極度額 　　　　1,140,000 千円

　　　　借入実行残高 　　　　　　590,000 千円

　　　　差　引　額 　　　　　　　550,000 千円

　

※４　　　　　　　　―

　　　　　　　　　　　　　　

※５　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　　　　　

※６　　たな卸資産

　　　　仕掛品　　　　　　　　　　760,881 千円

　　　　商品　　　　　　　　　 　 35,629 千円

　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　4,838 千円

　　　　計　　　　　　　　　　　　801,348 千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　　　広告宣伝費　　　　　　　  121,177 千円

　　　役員報酬　　　　　　　　　126,803 千円

　　　給与手当　　　　　　　　　518,188 千円

　　　地代家賃　　　             79,974 千円

　　　支払手数料　　            112,600 千円

      通信費　　　　　　　　　　 75,292 千円

　　　のれん償却額　           　85,001 千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　 41,490 千円

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日 至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  広告宣伝費            　　　30,064千円

  役員報酬            　  　　41,983千円

  給与手当          　　  　 170,750千円 

  地代家賃                    26,790 千円

  支払手数料                  45,034千円

  通信費　　　　　          　23,780 千円

  のれん償却額　　　        　30,015 千円

  貸倒引当金繰入額　        　 7,992千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日 　 至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金 482,730千円

　預入期間が３か月超の定期預金
　又は担保差入れの定期預金

△95,000千円

　現金及び現金同等物 387,730千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 233,743

　

　

２　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　該当事項はありません。

　
　　　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成20年９月30日付で、いわかぜ１号投資事業有限責任組合から第三者割当増資の払込を受

けました。この結果、第２四半期連結会計期間において資本金が499,999千円、資本準備金が499,999千

円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が3,361,473千円、資本剰余金が3,402,585千円

となっております。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません

　

　

(有価証券関係)

時価のあるその他有価証券については、当第３四半期連結累計期間において売却をしております。売

却により四半期連結貸借対照表に計上されている時価のあるその他有価証券はありません。なお、売却

額等の額は次のとおりであります。 

区分 売却額（千円）
売却益の合計額　　（千

円）
売却損の合計額　　(千

円）

その他有価証券

株式 94,050 － 67,852

合計 94,050 － 67,852

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当第３四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して

著しい変動がありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間において、ストック・オプション等の付与又は交付を行っておらず、四半

期連結財務諸表への影響額に重要性はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

  当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

　

アニメーショ
ン事業

オンライン
ゲーム事業

その他事業 計
消去又は
全社

連結

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
1,084,702526,743 3,8061,615,252 ― 1,615,252

　　　対する売上高

　(2) セグメント間の内部
　― 1,201 ― 1,201 △1,201 ―

　　　売上高又は振替高

計 1,084,702527,944 3,8061,616,453△1,2011,615,252

営業利益（営業損失は△） △35,485△19,927 △269 △55,681△195,160△250,842

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年12月31日)

アニメーショ
ン事業

オンライン
ゲーム事業

その他事業 計
消去又は
全社

連結

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
売上高

　(1) 外部顧客に
2,865,9671,774,38529,6774,670,031 ― 4,670,031

　　　対する売上高

　(2) セグメント間の内部
8,803 4,318 ― 13,121△13,121 ―

　　　売上高又は振替高

計 2,874,7711,778,70429,6774,683,153△13,1214,670,031

営業利益(営業損失は△) △357,786180,864△88,514△265,436△528,903△794,339

(注)　１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２　各区分の主な製品 

(1) アニメーション事業　　・・・・・　アニメーション作品制作、番組販売権等の二次利用窓口権・

                                      版権投資回収 

(2) オンラインゲーム事業　・・・・・　ゲーム作品制作・運営、モバイルサイトの企画運営 

(3) その他事業　・・・・・・・・・・　ファンド運営及びファイナンシャルアドバイザリーサー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビス、その他事業 

３　事業区分の方法の変更 

　　事業区分については、製品種類の類似性等を勘案した事業区分（コンテンツ（制作）事業、コンテ

　　ンツ（ライツ）事業、メディア事業、ファイナンス事業、その他事業）を採用しておりましたが、

　　管理体制と事業区分に整合性を持たせ、会計事象を財務諸表により適切に反映するため、当連結会

　　計年度より、アニメーション事業、オンラインゲーム事業、その他事業の３事業区分にいたしまし

　　た。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第３四半期

　　連結累計期間より、在外連結子会社の収益及び費用の換算方法を、従来の当該子会社の決算日の為

　　替相場による換算から、期中平均相場による換算に変更しております。 

    これにより、「オンラインゲーム事業」における当第３四半期連結累計期間の売上高は86,813千円、

　　営業利益は、42,827千円増加しております。

　  また、第２四半期連結累計期間は従来の方法によっております。従って、第２四半期連結累計期間は、

　　変更後の方法によった場合に比べて、売上高は38,014千円、営業利益が5,023千円、少なく計上されて

　　おります。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

　

日本　　　　　　　

（千円）

アジア地域　　　　

　　（千円）

計

（千円）

消去又は全社　　

　（千円）

連結　　　　　　　　

（千円）

売上高

　（1）海外顧客に
　　1,410,229      205,022　　　1,615,252　         　 －     1,615,252

対する売上高

　（2）セグメント間の内部
　   　14,081　   　77,711　　 　91,792　 　△91,792

　       　－　　　
　　    売上高又は振替高

計   　1,424,310      282,734    1,707,044  　 △91,792    1,615,252

営業利益（△は営業損失） 　 △ 301,906  　   51,063    △250,842 　－   △ 250,842

　

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年12月31日)

　

日本　　　　　　　

（千円）

アジア地域　　　　

　　（千円）

計

（千円）

消去又は全社　　

　（千円）

連結　　　　　　　　

（千円）

売上高

　（1）海外顧客に
　  3,962,133　 　　　707,897　　4,670,031　　      －     4,670,031

対する売上高

　（2）セグメント間の内部
　 　253,466　 　 216,598　 　 470,064 　△ 470,064

    　     －　　
　　    売上高又は振替高

計  　 4,215,600      924,496    5,140,096   △ 470,064    4,670,031

営業利益（△は営業損失） 　 △ 842,911    　 48,572   △ 794,339  　　　　－    △ 794,339

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域　

　　　　　アジア地域・・・・・・・・・マレーシア・台湾・韓国

　　　３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、

　　　　  当第３四半期連　結累計期間より、在外連結子会社の収益及び費用の換算方法を、従来の当該子会社

          の決算日の為替相場による換算から、期中平均相場による換算に変更しております。 

          これにより、「アジア地域」における当第３四半期連結累計期間の売上高は86,813千円、営業利益は、

　　 　　 42,827千円増加しております。

        　また、第２四半期連結累計期間は従来の方法によっております。従って、第２四半期連結累計期間は、

          変更後の方法によった場合に比べて、売上高は38,014千円、営業利益が5,023千円、少なく計上されて

　 　　 　おります。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月1日　至　平成20年12月31日)

　

米州
アジア・オセア

ニア
欧州 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 231,268 58,562 18,046 307,876

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 1,615,252

Ⅲ　連結売上高に占める
14.3 3.7 1.1 19.1

　　海外売上高の割合(％)

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年12月31日)

　

米州
アジア・オセア

ニア
欧州 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 518,052 638,930 54,9691,211,951

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 4,670,031

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合(％)
11.1 13.7 1.2 26.0

　

(注) 

１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

　　　　米州：アメリカ合衆国、ブラジル 

　　　　アジア・オセアニア：シンガポール、香港、台湾、オーストラリア、韓国、タイ、フィリピン、

　　　　　　　　　　　　　　インドネシア、マレーシア、中国 

　　　　欧州：ドイツ、イギリス、スペイン 

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

△817.13円 △4,538.71円

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

（1）第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 △5,865.73円

　

(注）　１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

　　　　　四半期純損失を計上しているため記載しておりません。

　　　 ２.1株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

 

項目

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △805,012

普通株式に係る四半期純損失(千円) △805,012

普通株主に帰属しない金額(千円)  ―

普通株式の期中平均株式数(株) 137,240

　（2）第３四半期連結会計期間　

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日    至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　△956.87 円

(注）　１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

　　　　　四半期純損失を計上しているため記載しておりません。

　　　 ２.1株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

 

項目

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円)                                        △223,660

普通株式に係る四半期純損失(千円)                                        △223,660

普通株主に帰属しない金額(千円) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―

普通株式の期中平均株式数(株)                                          233,743
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結累計期間 (自　平成20年４月１日 至　平成20年12月31日)

　該当事項はありません。
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２【その他】

当社の連結子会社である株式会社ゴンゾロッソの子会社GOLDSKY ACCESS SDN BHDが東南アジア諸国にお

ける運営権に関する供給権を有し、GONZO ROSSO(M) SDN BHDがマレーシア及びシンガポールにおける運営

権を有するMMORPG『RAN ONLINE』に関連し、EGAMES GLOBAL SDH BHDから、自己が当該地域における正当な

運営権者であるとして、平成19年6月7日付で両子会社及びその取締役が、同ゲームに関連して得た利益や金

銭の支払、運営の差止、供給行為の差止等を内容とした訴訟の提起を受けました。現在は、EGAMES GLOBAL

SDH BHDによる担保提供に関する審理に焦点があてられております。 

　株式会社ゴンゾロッソは両子会社の適切な権利処理を終えており、いずれの訴訟においても権利の侵害に

はあたらないものと確信しており、上記の状況から当社に対する影響は極めて軽微であると判断されます

が、依然、訴訟の今後の推移如何によっては当社及び両子会社の経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成21年２月13日

株式会社ＧＤＨ

取締役会　御中

　

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　原　　　伸　之　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　若　槻　　　明　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＧＤＨの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＧＤＨ及び連結子会社の平成20年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

1. 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失、当期純損失及び営業

キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、また、当第３四半期連結累計期間においても、営業損失、

四半期純損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している状況にあり、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。四半期連結財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には

反映していない。 

2. 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は

当第３四半期連結会計期間より在外連結子会社の収益及び費用を期中平均相場により円貨に換算する方

法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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